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災害時における下水の排除・処
理に関する考え方（案）について

国土交通省
国土技術政策総合研究所
下水処理研究室
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はじめに 応急復旧段階にある下水処理場
の処理機能と放流先水域への影
響について、実態を把握し災害時
における下水の適切な管理を検
討するための調査を実施（平成
24年1月～3月）。

「災害時の復旧段階における下水処理の適正な管理に関する
検討会」（委員長：大村達夫東北大学教授）を設置し、意見聴取

「災害時における下水の排除・処理に関する考え方（案）」を作成

次の災害への備え

災害時の対応において活用

被災自治体の下水道にお
ける緊急措置及び応急復
旧の対応事例の検討によ
る知見を収集。
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背景・目的
 東日本大震災により、120箇所の下水処理場が被災。特に

沿岸域では、津波により下水処理機能に壊滅的被害。衛生
確保・水質保全のため、復旧が急務。

 国土交通省は、「下水道地震・津波対策技術検討委員会」に
てとりまとめた提言及び報告を通知。
 23年4月15日「緊急提言」～24年3月6日「4次提言」

 24年5月18日「報告書－東日本大震災における下水道施設被害の
総括と耐震・耐津波対策の現状を踏まえた今後の対策のあり方－」

 目的：災害時に必要とされる下水の管理機能を、現場の状
況に応じて、緊急措置として確保し、また段階的な応急復旧
として向上させるための考え方を、対応事例や下水処理・放
流先水質等の知見に基づいて示し、重要なライフラインであ
る下水道が機能を適切に発揮できるようにする。
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第１章 総論

 主たる対象範囲と構成は次の通りである。

災害により深刻な被害を受け、下水の緊急放流
や下水処理機能の(段階的)復旧を必要とする下

水道施設を対象とし、その緊急措置段階から本
復旧に至る応急復旧段階の期間を対象とする

被災後の迅速な機能確保を図るため平時に備え
ておくべき事項についても参考記述している。

総論、被災直後の対応、応急復旧の実施、及び
参考事例の各章で構成。
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第２章 被災直後の対応
 被災直後においては、下水道施設の被災状況を速や

かに把握した上で、緊急措置を行う。
 応急復旧の検討を行うに先立ち、下水処理場の被災状

況全般を確認し、緊急措置を行う上で制約となる事項に
ついて整理を行う。

 必要な資器材の調達や、設備の応急復旧にかかる時間
等については、事前に調査しておくことが望ましい。

 発災後の緊急措置では、被災者の生活空間から、下水
（汚水・雨水）を速やかに排除し、水系感染症を防止する
ための消毒を行う。

断水が発生して汚水の発生が一時的に停止するほどの被害が生じた場合は、上水道
が復旧してから溢水の発生が始まるため、それまでにできるだけ早急に管きょの総点
検を行い、閉塞箇所等を把握して溢水を未然に防ぐとともに、溢水が発生した場合は、
近傍水路への導水等による緊急的な対策を行う必要がある。
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緊急措置の対応事例（管路）1

 

①土のう仮設水路 ②素堀水路＋シート

③雨/汚水管経由で川へ ④ﾊﾞｷｭｰﾑ車で処理場へ
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緊急措置の対応事例（管路）2

事例 放流ルート等 放流方法 仮設ポンプ

① マンホール→近傍水路 土のう仮設水路 使用せず

② マンホール→近傍水路 素堀水路＋ビニール
シート

使用せず

③ マンホール→河川

（応急復旧として、後に河川に簡
易処理施設設置）

雨水管や被災してい
ない汚水管を経由

一部区間でポンプ
使用

④ マンホール→処理場 バキューム車吸引 ポンプの都合がつ
き次第導入
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緊急措置の対応事例（処理場）

事例 箇所 放流方法 消毒

⑤ 処 理 場 流 入 き ょ →
仮設沈殿池または河川 仮設ポンプで導水 次亜塩素酸ナトリウ

ム溶液(移動タンク)

⑥ 処 理 場 流 入 き ょ →
最初沈殿池 仮設ポンプで導水 固形塩素

⑦ 汚水ポンプ場→河川 本川まで導水 固形塩素

 

⑤流入→仮設沈殿池/川へ ⑥流入→最初沈殿池へ
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第３章 応急復旧の実施
 下水の排除機能が復旧し、処理機能の本復旧を進める段階において、本復旧ま

でに時間を要する場合、都市の衛生確保および放流先水域の水質保全を速や

かに達成するために、本復旧までの間に暫定的に行う処理方式を検討し、応急

復旧として実施する。併せて放流先モニタリング結果により確認する。

 応急復旧として暫定的に行う水処理方式について、施設の被害状況、施設・

敷地・人員等の利用可能状況、本復旧の工程等を考慮して選定する。

 応急復旧に特化した処理技術はないため、通常の処理で用いる技術（沈殿、

簡易曝気、生物処理、消毒等）の中から、適用可能な技術を採用する。

 目標水質は、「下水道地震・津波対策技術検討委員会」報告を踏まえ、「沈

殿＋消毒」でBOD120mg/L以下、「沈殿＋簡単な生物処理」でBOD120～

60mg/L、「生物処理＋沈殿＋消毒」でBOD60～15mg/Lとして、段階的な

向上を目指す。

 国交省の調査結果では、応急復旧段階の下水処理水の放流先水域への影

響は、放流口近傍等に限定され、海域等では顕著な影響は見られなかった。
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処理方式の例（沈殿）

 沈殿法に用いる施設は、流入生下水を沈殿処
理する沈殿池である。その設計及び維持管理に
ついては、最初沈殿池の考え方に準じる。
設計の参考として、下水道施設計画・設計指針と解

説（以下、設計指針という）では、①形状及び池数、
②構造、③水面積負荷、④有効水深、⑨汚泥かき寄
せ機、⑩汚泥引抜き設備等10項目の設計因子を定
めている。

既設の土木躯体（沈殿池等）を利用する場合と、仮
設沈殿池（素堀、河川の一部せき止め等）の場合と
で異なるが、特に災害時に設計指針の考え方に準じ
ることが難しい部分としては、汚泥かき寄せ等の汚泥
管理が挙げられる。



11

沈殿池・仮設沈殿池の対応事例1

 水面積負荷25m3/(m2d)未満の場合でも、BOD・
SS除去率が低い場合が多い。

BOD
(mg/L)

SS
(mg/L)

大腸菌群数
(個/ml)

残留塩素

土木躯体利用の沈殿池
（県南浄化センターの復旧ステップ2）

県南
H23.6.6～
  H23.7.14

太平洋

最初沈殿池（13.7m×19.2×3.4）＋
反応タンク（6.6m×63×5.55）＋
最終沈殿池（13.7m×47.7×3.6）

将来用既存1/2系列（第5、2/2）

78m3/min 64.3 2.61 次亜塩
160～240
(平均203)

43～240
(平均139)

11～3,000
(平均566)

0.05未満
～0.1

土木躯体利用の沈殿池
（仙塩浄化センターの復旧ステップ1）

仙塩
H23.3.22～
  H23.6

貞山運河

予備タンク（2268m3+900m3）＋

最初沈殿池（6981m3）＋

反応タンク（32063m3）＋

最終沈殿池（14592m3）

既存2系列（第2，3）

52m3/min 11.8 14.24
3.22～固形塩素
3.29～次亜塩

97～250
(平均161)

20～57
(平均41)

150～980,000
(平均370,458)

0.05未満

土木躯体利用の沈殿池
（石巻東部浄化センターの一次放流対
策）

石巻東部
H23.4～
  24.4

太平洋
3.95m x 16.2m x 3m x
 2水路x4池 8,000m3/d 31.3 2.30 固形塩素

5.3～140
(平均67)

20～170
(平均67)

30～110,000
(平均6,637)

0.05未満
～2.0

処理場敷地内の素堀沈殿池
（県南浄化センターの復旧ステップ1）

県南
H23.4.2(4.4)
  ～6.7

太平洋 35m x 35m ×1.5m 32m3/min 37.6 1.28 次亜塩
75～240

(平均159)
12～73

(平均29)

38,000～
430,000　(平均

178,667)
0.05未満

増田川の一部せき止め 県南 ～H23.5.31 増田川 10m x 70m x 2m 8m3/min 16.5 2.92 次亜塩
160～300
(平均248)

25～54
(平均41)

150,000～
1,200,000

(平均437,000)
0.05未満

処理場外敷地（多賀城緩衝緑地）
での素堀沈殿池

仙塩
H23.3.20
  ～8.5

砂押川 30m x 30m x 2m 8m3/min 12.8 3.75 固形塩素 120～200 24～28 1万以上～11万
0.05未満

～1.6

要害川の一部せき止め 仙塩 - - 約 500m3 8m3/min - - - - - - -

石巻第２ポンプ場（真野川）での
素堀沈殿池

石巻東部
H23.3.26～
  7.19

旧北上川 18.5m x 5m x 1.5m 8m3/min 124.5 0.39 固形塩素
24～170
(平均79)

14～160
(平均61)

77～28,100
(平均5,043)

0.05未満
～1.5

放流先

処理水質

沈
殿
池

(

土
木
躯
体
利
用

)

仮
設
沈
殿
池

(

素
堀
・
河
川
一
部
せ
き
止
め

)

沈殿池、仮設沈殿池の対応事例 消毒方法
沈殿
時間
(h)

水面積負荷

(m3/m2・日)
処理水量寸法期間

処理
センター

（宮城県）



12

沈殿池・仮設沈殿池の対応事例2

 仮設沈殿池では、水深等が自在に設定できず、汚泥かき
寄せ、引き抜き等も困難である。既存の土木躯体を用いる
沈殿池でも、汚泥かき寄せ機等の破損、反応タンク等では
水深が深すぎる場合等の課題がある。

 従って、汚泥かき寄せ・引き抜き等の汚泥管理が可能な沈
殿池を早急に復旧させることが、最初の重要な取組となる。

応急復旧の事例
（仮設沈殿池・素堀）

応急復旧の事例
（仮設沈殿池・既設）
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処理方式の例（水処理）

 沈殿処理や凝集沈殿による目標水質の達成
が困難な場合は生物処理の適用を検討する。

今回の震災対応の応急復旧事例では、接触酸
化方式が採用されて効果を上げている。また、被
災前の処理方式と同様の方式（生物膜処理方式
又は浮遊生物処理方式）を選ぶことも合理的な
考え方である。

水処理方式の選定にあたっては、次のフロー図
を参考とすることができる。
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水処理の応急復旧事例（接触酸化法）1
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水処理の応急復旧事例（接触酸化法）2
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処理方式の例（消毒）
 下水処理水の衛生学的安全性を確保するため、処理

水中の大腸菌群数を3,000個／cm3以下に管理でき
るように、適切な消毒方法を選定する。

 処理場規模、経済性等を踏まえ、被災前に選定されてい
た消毒方式を基本とする。

 小規模処理場では固形塩素の採用事例が多い

 中規模以上の処理場では、次亜塩素酸ナトリウム溶液に
よる消毒が多い

 水産業・放流先への配慮により、塩素以外の消毒方法
（UV、オゾン）等が用いられている場合もある

 膜ろ過（MF膜、UF膜等）による対応も考えられる（凝集剤
等と併用し、最初沈殿池越流水への適用の検討も）
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処理方式の例（消毒）
 平常時と比較して消毒効果等に配慮が必要。

 応急復旧段階の下水処理水には多くの有機物や浮遊物
が残留し、透視度が低く、大腸菌等の濃度も高いため、
消毒強度を通常の処理水の場合と比較して相当程度高く
しなければならない。特に、攪拌が不十分な場合、沈殿
堆積した汚泥の嫌気化や巻き上がりにより還元性物質等
で消毒剤が消費される場合等に留意する。

 平常時と同様に塩素消毒（次亜塩素酸ナトリウム又は固
形塩素剤等）が主に用いられており、今回の震災対応事
例はないが、紫外線消毒では通常の約2倍（400J/m2）、
オゾン消毒では通常の約3倍（30mg/L）の強度を目安に
検討する。
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汚泥処理

 応急復旧段階の水処理が適切に機能するた
めには、汚泥処理処分を適切に行うことが不
可欠である。

 特に応急復旧段階では生汚泥が主体となる
ため性状が不安定であり、速やかに水分を除
去し、最終処分に向けた搬出等を行う。

汚泥処理状況（仙台市南蒲生浄化センター）



19

今後の技術開発

 今回の震災では事例がないが活用が期待さ
れる技術（合流改善等）や新規技術開発に取
り組む必要がある
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